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令和５年度岩手県献血推進計画 

 

はじめに（現状と課題） 

 本県における近年の血液製剤の需要量は、赤血球製剤、血漿製剤及び血小板製剤ともに減少傾向の

状況となっている。また、赤血球製剤については、医療機関からの需要の約 98.7％が 400mL 献血由

来の高単位製剤であり、供給に占める高単位製剤は約 97.7％である。 

本県の献血者数は、平成３年度以降、少子高齢化に伴う人口減少や血液製剤の高単位化に伴い減少

してきているが、平成 30年度以降は微増傾向にある。 

令和３年度の献血者数は延べ 44,481 人となっており、献血可能年齢に相当する県民のおよそ 15人

に 1人から尊い献血への協力をいただいている。そのうち、若年層献血者数は年々減少傾向にあるこ

とから、将来にわたり輸血用血液製剤の安定供給を維持するために、若年層献血者の確保が急務とさ

れている。 

 このような状況のなかで、医療において必要となる血液製剤の「安定的な供給を支える持続可能な

需給体制を確保」するため、次に掲げる事項が課題となる。 

 １ 需要が高い高単位製剤（400mL 献血、成分献血由来）に対応した献血者の確保 

 ２ 県内で使用される輸血用血液製剤を原則県内献血による確保 

 ３ 県民の献血に対する理解と協力の確保、特に 10歳代並びに 20歳代の献血者の確保 

 ４ 複数回献血者の確保 

 

 本計画は、このような現状と課題を踏まえ、献血について県民の理解を深めるとともに、岩手県赤

十字血液センター（以下、「血液センター」という。）による献血の受入が円滑に実施されるよう「安

全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」（昭和 31 年法律第 160 号）第 10条第５項の規定に

基づき、令和５年度の本県における献血の推進に関する計画とするものである。 
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第 1 献血目標 

  令和５年度に献血により受け入れる血液の目標量は、全血献血 12,386L（31,414 人相当）、成分

献血 6,131L（11,077 人相当）とする。  

これは、県内医療機関における血液製剤の需要に対応するものと、国から示されたアルブミン製

剤等血漿分画製剤用の原料血漿確保目標量 11,922L を確保するものである。 

【献血目標の内訳】 

区分 
令和５年度 令和４年度 

献血量（L） 人数（人） 献血量（L） 人数（人） 

全血献血 
12,386 

（△31） 

31,414 

（△11） 
12,416 31,425 

 

200mL 
180 

（26） 

899 

（131） 
154 768 

400mL 
12,206 

（△57） 

30,515 

（△142） 
12,263 30,657 

成分献血 
6,131 

（△900） 

11,077 

（△1,816） 
7,031 12,893 

 

血小板 
2,526 

（123） 

4,568 

（182） 
2,403 4,386 

血漿 
3,605 

（△1,022） 

6,509 

（△1,998） 
4,628 8,507 

計 
18,517 

（△930） 

42,491 

（△1,827） 
19,447 44,318 

  ※ （  ）は令和４年度との差。 

献血量（L）は端数処理しているため、内訳と計は必ずしも一致しない。 

 

第２ 献血推進 

 広く県民に対し献血思想の普及啓発を図り、献血血液による血液製剤の自給を推進するため、次

の事項を行う。 

１ 献血の普及啓発 

（１）献血推進キャンペーン等の実施 

ア 県、市町村及び血液センターは、相互に連携し、献血目標の達成及び献血の普及啓発を目

的に、次の献血推進キャンペーンを実施する。 

実施事項 実施時期 内  容 

愛の血液助け合い

運動 

７月 ・県、市町村及び日本赤十字社岩手県支部の連携による 400mL

献血及び成分献血の広報活動の強化 

はたちの献血キャ

ンペーン 

１～２月 ・新たに成人を迎える若者を中心とした県民各層への 400mL

献血及び成分献血の普及啓発の実施 

各種イベント献血

等 

随時 ・クリスマス献血（12月）、バレンタイン献血（２月） 

・岩手県献血マスコット「ココロンちゃん」を活用した街頭献

血の実施 
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イ 県及び日本赤十字社岩手県支部は、愛の血液助け合い運動の一環として、模範となる献血

推進協力団体等に対して、知事及び日本赤十字社岩手県支部長感謝状の贈呈を行うととも

に、併せて厚生労働大臣表彰状並びに感謝状の伝達を行う。 

実施事項 実施時期 内  容 

知事・日赤県支部長

感謝状の贈呈等 

７月 ・ 厚生労働大臣表彰状    概ね ２団体又は個人 

・ 厚生労働大臣感謝状    概ね ７団体又は個人 

・ 知事・日赤県支部長感謝状 概ね１１団体又は個人 

 

（２）若年層を対象とした普及啓発 

ア 高校生等に対する重点的な普及啓発 

     県、市町村及び血液センターは、相互に連携し、次世代の献血者を育てていくために、高

校献血を実施し、高校生に対する重点的な献血思想の普及に努める。 

また、血液製剤の安全性、製造効率、医療機関の需要の観点から、献血を推進する上では、

400mL 献血を基本として行う必要があるが、400mL 献血に献血者が不安のある場合は 200mL

献血を推進し、出来る限り献血を経験してもらえるよう努める。 

なお、高校献血の実施を原則とするが、実施が困難な場合は献血セミナーの開催に努め、

普及啓発を図る。 

血液センターは、中高生への普及啓発を図るため、献血ルームを中学生・高校生の職場体

験の場として提供することについて、学校へ働きかけをする。 

   イ 大学生等への普及啓発 

     血液センターは、県内の大学や専門学校を訪問し、献血の協力と 400mL 献血の推進を行う

とともに、入学オリエンテーション等での献血リーフレットの配布などを依頼する。 

ウ 学生ボランティアと協働した普及啓発 

     県及び血液センターは、相互に連携し、学生ボランティアの育成を図るとともに、イベン

ト会場等において協働し、献血思想の普及及び献血の推進を図る。 

 

実施事項 実施時期 内  容 

高校生への普

及啓発 

通年 ・高校献血の実施と併せてパネル展示等による献血思想の啓

発 

・全高校卒業生に県が作成するクリアファイルを配布 

・高校生に血液センターが作成するリーフレットの配布及び

関連情報をホームページに掲載 

・高校を訪問して献血セミナーによる普及啓発 

・献血ルームを中学生・高校生の職場体験の場として提供 

大学生等への

普及啓発 

通年 ・県内の大学や専門学校を訪問して献血への協力依頼及び入

学オリエンテーション時等でのリーフレットの配布 

学生ボランテ

ィアの支援 

通年 ・学生ボランティアを支援し、意見交換する場を設ける等、

活動の活性化を促す支援 
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   ＜数値目標＞ 

・「献血推進 2025」により国が設定する若年層における献血率の目標を達成するため、若年

層の献血率を上昇させる。 

「献血推進 2025」による取組（取組期間：令和３年度～令和７年度） 

 10 代 20 代 30 代 

若年層における献血率の目標値 6.6％ 6.8％ 6.6％ 

(参考) 令和３年度 岩手県実績 4.8％ 6.4％ 5.9％ 

(参考)   〃   東北ブロック実績 5.2％ 6.5％ 6.2％ 

(参考)   〃   全国実績 4.5％ 5.5％ 5.5％ 

                    ※血液事業年度報 令和３年度統計表データ 

 

（３）献血ルーム及び献血バスにおける普及啓発 

ア 献血ルームにおける普及啓発 

献血ルームの周辺事業所、各種協会等を訪問し、献血ルームでの献血に協力いただける

よう、推進活動を強化する。 

イ 献血バスにおける普及啓発 

献血バスで全血献血を協力いただいた献血者に献血ルームのチラシを配布し、献血ルー

ムでの協力も依頼する。 

 

２ 400mL 献血の更なる推進 

   医療機関からの需要に応えるため、県、市町村及び血液センターは、献血受付時など多くの機

会を捉えて広く 400mL 献血を呼びかけ、400mL 献血の理解と協力を求める普及啓発事業を展開す

る。 

実施事項 実施時期 内  容 

400mL 献血普及

啓発 

随時 ・400mL 献血への理解と協力を求める広報活動やパンフレット

等を活用した普及啓発の実施 

・献血受付における 400mL 献血誘引活動（ルーム） 

・各種イベントにおける岩手県献血マスコットキャラクター

を用いた 400mL 献血の普及啓発の実施 

・公共交通機関の車内広告を活用した献血思想の普及啓発 

 

３ ボランティア団体の育成 

県、市町村及び血液センターは、相互に連携し、ライオンズクラブ、学生ボランティア及びそ

の他各種団体等に対し献血制度の啓発を行い、献血ボランティア団体の育成を図る。 
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４ 血液製剤使用適正化の普及 

県及び血液センターは、相互に連携し、医療機関や研修医等への啓発資材の配付等を通じ、血

液製剤の使用指針等の普及啓発を行う。 

さらに、合同輸血療法委員会により、血液製剤の適正使用の普及啓発を行う。 

実施事項 実施時期 内  容 

合同輸血療法委員

会の開催 

12 月 

 

・医療機関における血液製剤使用に係る調査等の実施 

・講演会の開催等による血液製剤適正使用の啓発 

血液製剤使用適正

化推進 

随時 ・県内医療機関、研修医及び岩手医科大学医学部学生へ血

液製剤の適正使用に係る資料等を配布 

 

５ 複数回献血者の確保の強化 

血液センターは、県及び市町村の協力を得て、複数回献血者の確保のため、献血 Web 会員サー

ビス「ラブラッド」（旧複数回献血クラブ）の会員の確保を推進する。あわせて、新型コロナウ

イルス感染対策として、事前予約を広く周知する。 

（参考）ラブラッド登録者数：17,932 人（令和４年 12月現在） 

実施事項 実施時期 内  容 

複数回献血者の確

保の強化 

通年 ・献血接遇時、リーフレットを使用して献血 Web 会員サービ

ス「ラブラッド」（旧複数回献血クラブ）の会員を募集 

・献血のお願いはがきに会員登録用「二次元バーコード」の

表記 

・年１～２回の献血協力者に対し、再度協力いただくよう E

メール等で依頼 

 

６ パンフレットを活用した献血協力団体及び複数回献血者の確保 

   県は、献血者を安定的に確保するため、献血協力団体募集パンフレット及び複数回献血者募集

パンフレットを作成する。県、市町村及び血液センターは、パンフレットを活用した普及啓発を

行い新規協力団体の開拓及び複数回献血者の確保に努める。 

 

７ その他 

（１）献血推進協議会等の開催 

ア 献血推進協議会の開催 

県及び血液センターは、献血思想の普及と血液事業の適正な運営を確保するため、岩手県

献血推進協議会を開催し、県内における輸血用血液の需要量見込み等を基に、岩手県の献血

推進計画を検討、協議する。 

また、市町村は、市町村献血推進協議会を設置するとともに、その活用に努める。 

イ 献血推進担当者会議の開催 

県及び血液センターは、市町村及び保健所等の献血推進担当者会議を開催し、献血推進の

課題及び対応策等について研修及び意見交換等を行う。 

 

（２）献血受入環境の整備 

血液センターは、献血者が協力しやすい環境を整備し、県及び市町村と調整のうえ、効果的



6 

 

な献血受入計画を立案する。 

また、血液センターは、献血ルームにおける献血者の円滑な受入に配慮するため、献血者に

安心・安らぎを与える環境整備の促進等を行い、機能強化に努める。 

実施事項 実施時期 内  容 

効果的な献血受入

計画 

通年 ・献血協力者の動向等に十分配慮した献血受入計画の検討

及び策定 

・企業献血の年間献血受入回数の更なる強化 

・企業のほか、組合や団体への働きかけを強化、新規協力団

体の確保 

・大学、専門学校等での献血における、サークル等の集団献

血の依頼の促進 

・成分献血者に対し、次回献血日の予約の依頼 

献血ルームの機能

強化 

通年 ・これまで以上に予約献血を推進し、医療機関で必要とする

血液型別の血液確保に努めるとともに、混雑時の待ち時

間の減少やソーシャルディスタンスを確保する。 

・新型コロナウイルス感染症等の新興・再興感染症の感染拡

大の状況下においても、安定的に血液を確保ができるよ

う、安心・安全な献血環境の保持と献血者への感染防止対

策を広く周知する。 

 

第３ その他献血の推進に関する重要事項 

 １ 献血推進施策の進捗状況等に関する確認及び評価について 

 県は、市町村及び血液センターと適宜連絡調整し、献血推進施策の進捗状況について確認及び

評価を行うとともに、必要に応じ献血推進施策の見直しを行う。 

 

２ 供給体制の整備と在庫管理について 

 県及び血液センターは赤血球製剤等の在庫水準を随時把握し、在庫が不足する場合又は不足

が予測される場合には、供給に支障を来す危険性を勘案し、必要に応じ所要の献血推進措置を講

ずるものとする。 

 

 ３ 災害時等における献血の確保について 

 県及び市町村は、災害時あるいは新型コロナウイルス等感染症のまん延下であっても医療需

要に応じた血液製剤の安定供給を図るため、報道機関の協力を得て献血会場の周知や献血啓発

ＣＭを行うとともに、献血への協力及び献血者の確保に取り組む。 

血液センターは、新型コロナウイルス等感染症の感染拡大防止のため、献血 Web 会員サービス

「ラブラッド」を活用した事前予約の推進及び感染拡大防止に配慮した環境整備を行ったうえ

で献血を実施する。 

また、県及び市町村は、血液センター等関係者と連携し、献血により得られた血液が円滑に現

場に供給されるよう措置を講ずる。 


